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概 要 

最終更新日 2024 年 5 月 24 日 

プロジェクト名 

NEDO プロジェクト名：再生可能エネルギーの主力電源化に

向けた次々世代電力ネットワーク安定化技術開発

（STREAM プロジェクト） 

METI 予算要求名称：再生可能エネルギーの大量導入に向

けた次世代型の電力制御技術開発事業 

プロジェクト番号 P22003 

担当推進部/ 

ＰＭｇｒまたは担当者 

及び METI 担当課 
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西林 秀修（2022 年 6 月~現在） 
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佐々木 雄一（2022 年 6 月~2024 年 3 月） 
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村上 真一（2024 年 4 月~現在） 
 

０．事業の概要 

2020年10月の臨時国会において、2050年カーボンニュートラル実現を目指すことが宣言され、さらに

2021 年 10 月に閣議決定された「第 6 次エネルギー基本計画」において、2030 年再生可能エネルギー

（再エネ）比率 36～38％程度の実現が示される等、再エネ導入拡大の重要性は高まる一方である。

再エネの導入拡大のために、「第 6 次エネルギー基本計画」では、「第 5 次エネルギー基本計画」に引き続

き、「再生可能エネルギーの主力電源化」に向けた「系統制約の克服」が示されており、研究開発によって

実現することに大きな期待が寄せられている。 

 本事業では、NEDO「再生可能エネルギーの大量導入に向けた次世代電力ネットワーク安定化技術開

発」で得られた成果を踏まえ、最新の技術動向及び政策動向を把握し、将来の電力系統の技術的な課

題及び制度的な課題までを見据えた上で、以下の研究開発項目のとおり、慣性力低下対策の実用化及

び新たな課題である短絡容量の低下に関する技術開発を行うとともに、開発成果が適切な効果を発揮す

ることを小規模な系統において検証する。 

 

研究開発項目 1：疑似慣性 PCS の実用化開発 

配電系統が主なターゲットとなる電流制御方式（GFL）および電圧制御方式（GFM）の疑似慣性

PCS について、慣性機能と単独運転検出機能が両立する機器を開発する。また、電力変換装置

（PCS：パワーコンディショナー）から生じる事故電流は回転系発電機よりも小さく、事故を適切に検出で

きないおそれがあることから、事故電流の供給機能などの解決策について検討し、必要な機能を開発する。

また、開発した疑似慣性 PCS が複数台導入された際にも、安定的に動作することを小規模な系統におい

て検証し、系統連系規程などへの反映に必要となるデータを取得する。 

 

研究開発項目 2：M ｰ G セットの実用化開発 
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再エネおよび蓄電池を接続した M-G セットを開発し、系統事故時などでも従来の回転系の発電機と同

様な挙動を示し、電力系統の安定化に貢献することを検証する。具体的には、再エネの出力が急激に減

少する場合や、蓄電池の充放電を高速に実施する場合、M-G セットの電動機 M 側の系統における過電

圧、過電流などにより再エネおよび蓄電池が運転停止しないことを検証する。さらに蓄電池などを有効活用

することで、基幹系統での地絡事故発生時の蓄電池による電力を急減させる制御など、既存の同期発電

機にはない系統安定化制御についても検証する。 

 

１．意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 

 

1.1 本事業の位置

付け・意義 

本事業により、再エネ主力電源化に向けた系統制約を克服し、「再エネ大量導入」､「電力インフラのレ

ジリエンス向上」に貢献する。 

第６次エネルギー基本計画」における 2030 年の再生可能エネルギー発電の導入目標である 36～

38％程度の実現に向けて、本事業で開発した基盤技術等について、フィールド実証等を経てシステムとし

て確立し、各電力系統に導入していく。 

 

1.2 アウトカム達成

までの道筋 

本事業の成果から国内においては系統連系規程等の国内規程に反映することで、再生可能エネルギー

の更なる導入拡大を推進し、第６次エネルギー基本計画に定められた再エネの電源構成比率 36～

38％程度（2030 年（令和 12 年））を実現する。また、事業終了後、開発装置の更なる高機能化

や低コスト化、実用化技術の成熟、装置の普及促進を進める。 

 

1.3 知的財産・標

準化戦略 

本事業の目的は政府の方針である再生可能エネルギーの導入拡大に対する基盤技術の普及であり、

成果に関しては公開を基本とする。その中で、事業者は NEDO と協力し積極的に“成果の普及”や“標準

化施策等”を進める。研究開発項目１においては、系統連系規程等への反映に必要となるデータを取得

し、必要に応じて、系統連系規程等の反映案を作成する。 

また、公開領域においても利権化を進めるために、可能なものは特許取得する。本事業で得た知見

（実証データ含む）は、メーカのコア技術や取引に係る競争領域のため、内部で蓄積し、国内外の市場

獲得時に優位性を発揮するためのノウハウとして活用する。 

 

２．目標及び達成状況 

 
2.1 アウトカム目標

及び達成見込み 

本事業は、「第６次エネルギー基本計画」における 2030 年の再生可能エネルギー発電の導入目標で

ある 36～38％程度の実現に貢献するために実施する。具体的には、本事業の成果が系統連系規程や

系統連系技術要件等のグリッドコードに反映され、国内で標準化されることを通じて、開発装置の更なる

高機能化や低コスト化、各電力系統への装置の普及が進められ、広域停電の回避や電力品質の維持を

しつつ上記アウトカム目標を達成することに貢献する。グリッドコードや認証試験法、JEMA 規格などを考慮

し、各分野の有識者の方々から委員会を通じて意見をいただきながら進めるため、委員会の委員やオブ

ザーバに、資源エネルギー庁や電力広域的運営推進機関、送配電網協議会の他、日本電気工業会

（JEMA）や太陽光発電協会（JPEA）などの業界団体も含み、実用化に向けた関係者と協調する体

制を整備している。目標が達成出来た場合の CO2 削減効果は約 9,200 万トン/年（排出原単位

0.470kg-CO2/kWh で算出）となる。 

 

 
2.2 アウトプット目標

及び達成状況 

「研究開発項目 1：疑似慣性 PCS の実用化開発」では、再エネ導入地域グリッドの実現に向けた課

題に対する対策方式の検討等を行うとともに、海外調査や有識者等の意見を参考に試験・評価する視点

から GFM の実用化に求められる要求仕様案を検討し、ラボ試験項目案を策定した。 

GFM の基本機能（慣性応答等）と事故時運転継続機能等の両立が実現可能か否かを優先的に

試験しつつ、ラボ試験ではメーカ特有の挙動を把握し系統連系試験の課題を抽出した。系統模擬試験で

は配電系統に接続した際の特有の課題を抽出し、系統連系要件及び要求仕様等に反映すべき点を明ら

かにする試験項目を選定した。また、PHIL 試験による様々な系統擾乱を再現し、系統擾乱時のプロトタ

イプ機の挙動を確認する環境構築の初期的検討を完了した。 
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「研究開発項目 2：M ｰ G セットの実用化開発」では、電圧低下試験、周波数低下試験（単体試

験）により、各機器（M-G セット、同期調相機、蓄電池）の基本的特性を把握した。また、制御系等の

動作確認により、M-G セットの技術的成立性を検証するとともに、M-G セット、同期調相機の各種試験

（系統事故試験ほか）を実施し、一部試験では、データ分析と考察を実施した。 

 

３．マネジメント 

  3.1 実施体制 

経産省担当原課 
経済産業省資源エネルギー庁 省エネルギー・新エネルギー部 新エネルギーシステ

ム課 

プロジェクトリーダー 

・プロジェクトリーダー 

上村 敏  

電力中央研究所 グリッドイノベーション研究本部 研究統括室 配電分野統括 

地域グリッド研究戦略担当（兼）ENIC 研究部門 副研究参事 

 

・サブプロジェクトリーダー： 

馬場 旬平 

東京大学大学院 新領域創成科学研究科 先端エネルギー工学専攻 教授 

プロジェクトマネー

ジャー 
スマートコミュニティ・エネルギーシステム部 主任研究員 西林 秀修 

委託先 

 

研究開発項目１ 疑似慣性ＰＣＳの実用化開発 

東京電力ホールディングス（株）、東京電力パワーグリッド（株）、 

（一財）電力中央研究所、（国研）産業技術総合研究所、 

広島大学、北海道大学、東京大学、環境エネルギー技術研究所（株）、 

三菱電機（株）、沖縄電力（株）、（株）ネクステムズ 

再委託先：香川大学、早稲田大学、（一財）電気安全環境研究所、呉工業

高等専門学校 

 

研究開発項目２ Ｍ－Ｇセットの実用化開発 

（一財）電力中央研究所、東京工業大学 

 

 

3.2 受益者負担の

考え方 

 

 

事業費推移 

(単位:百万円)  

(委託) 

主な実施事項 2022fy 2023fy 2024fy  

研究開発項目 1   

 

 

研究開発項目 2   

 

 

会計・勘定 2022fy 2023fy 2024fy 総額 

特別会計 

（需給） 
2,037 2,988 3,305 8,329 

開発成果促進財源 - - - - 

総 NEDO 負担額 2,037 2,988 3,305 8,329 

設計・試作 

インバータの設計・試作 

検証 

改良 

検証 
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3.3 研究開発計画  

 

情勢変化への対

応 

○研究開発項目１及び研究開発項目２において、疑似慣性 PCS/仮想同期機の試験設備導入や各

種検証を効率的に進めるためは、既存の研究成果や各項目で得られた知見を両項目にて最大限取り

入れることが重要であることから、当初、研究開発項目１にて開催予定としていた「検討委員会」につい

ては、2022 年度に議論を実施し、2023 年度以降は研究開発項目２に関する計画及び成果に関す

る議論も合わせて行い、課題やアプローチの共有化による効果的な連携を追及する体制としている。 

○系統慣性低下対策や電力系統品質確保等に関する、海外（欧州、米国、豪州）の研究開発状況

などについて、現地ヒアリング調査等を実施し、最新動向の情報を収集し、本事業での開発の方向性検

討の参考にしている。 

○国内外の関係学会等に参加し、関連する最新の研究開発動向についての情報収集を実施している。 

○米研究機関（国立再生可能エネルギー研究所 NREL）との意見交換会を開催し、系統慣性低下

対策（GFM、GFL 等）の開発状況や対策装置の導入状況などについて情報収集した。 

○競合技術の検討として、火力の同期調相機化に関して、2024～2025 年度に FS 調査を実施するよ

う調整中。 

中間評価結果へ

の対応 
― 

評価に関する 

事項 

事前評価 2021 年度実施 担当部 スマートコミュニティ・エネルギーシステム部 

中間評価 2024 年度実施 

終了時評価 2027 年度実施予定 

別添  

 

投稿論文 2 件 ※その他、研究発表・講演 23 件 

特 許 0 件 ※著作権 2 件 

その他の外部発表 

（プレス発表等） 

○NEDO にて、ミッションイノベーションのシンポジウムでの講演や IEEE ウェビナー発表など、その他個別の

打合せ等での本事業の取り組みについて広報を実施している。 

○実施者にて、本事業の研究開発成果について、国内外の学会等への論文投稿・発表（電気学会全

国大会・部門大会、ICPEE2022、ISGT Asia 2023 等）や講演会・セミナー（JEMA 講演会、電

力技術懇談会、マイクログリッド研究会 等）での講演・発表などを多数実施し、成果のＰＲを行ってい

る。 

○米で検討中である UNIFI 仕様書案（Specifications for Grid-forming Inverter-based 

Resources Version 1)に対して、NEDO にて実施者の意見を取りまとめ、意見交換を実施した。 

基本計画に関する事

項 

作成時期 2022 年 3 月 作成 

変更履歴 - 
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